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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第41期

第２四半期累計期間
第40期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （千円） 8,825,997 22,737,903

経常利益

又は経常損失（△）
（千円） △476,218 964,367

四半期純損失（△）

又は当期純利益
（千円） △396,072 489,072

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － －

資本金 （千円） 1,910,645 1,910,645

発行済株式総数 （株） 7,275,500 7,275,500

純資産額 （千円） 5,257,669 5,705,828

総資産額 （千円） 14,417,766 15,131,841

１株当たり四半期純損失金

額（△）又は１株当たり当

期純利益金額

（円） △54.44 93.14

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － －

１株当たり配当額 （円） － 10.00

自己資本比率 （％） 36.47 37.71

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △840,480 885,915

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △146,823 △277,616

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △156,328 423,105

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 866,975 2,010,607

 

回次
第41期

第２四半期会計期間

会計期間
自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

１株当たり四半期純損失金

額（△）
（円） △45.77

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．第41期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第40期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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６．第40期第２四半期累計期間は四半期財務諸表を作成していないため、第40期第２四半期累計期間に係る主要

な経営指標等の推移については記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。なお、前第２

四半期累計期間は四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行っておりません。

 

(1）業績の状況

当第２四半期累計期間における我が国の経済環境は、政府による各種政策等により緩やかな回復基調が続いてい

るものの、平成26年４月の消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動の長期化により、持ち直しつつあった個人

消費はこのところ足踏みがみられ、海外景気の下振れによる影響が懸念されるなど、先行きは依然として不透明な

状況で推移しております。

当社を取り巻く環境もまた例外ではなく、当社の出店エリアにおいては、増税後の反動が当初想定していた以上

に長期化し苦戦を強いられました。

そのような環境の中、当社におきましては、会社方針に「ホットマンは永遠の未完成企業〈未完成だから永遠に

チャレンジができる〉」を掲げ、各事業の既存店において中期的な安定顧客の確保を目的に店舗の改装等を行うな

どの積極的な営業活動を行って参りました。

４月に㈱千明カルチャーより宮城県仙台市宮城野区のTSUTAYA２店舗を譲り受け、７月に宮城県加美郡加美町に

イエローハット１店舗の新規出店を行い、当第２四半期会計期間末の店舗数は、イエローハットが81店舗、

TSUTAYAが10店舗、アップガレージが６店舗、ガリバーが３店舗、ダイソーが２店舗、自遊空間が１店舗、セガが

１店舗、宝くじ売場が５店舗の合計109店舗となっております。

この結果、当第２四半期累計期間の業績は、売上高は8,825百万円、経常損失は476百万円、四半期純損失は396

百万円となっております。

 

セグメント別の業績は次の通りであります。

[イエローハット]

当社の主たる事業であるイエローハット事業におきましては、平成26年３月の降雪により夏タイヤ需要の一部

が同年４月にずれ込み、タイヤ販売は好調でしたが、増税後の反動が長期化したことにより、カーナビゲーショ

ン等の高額商品を中心に売上高が大幅に落ち込みました。そのような環境の中、当社のイエローハットでは、７

月に宮城県加美郡加美町に県内30号店となるイエローハット加美中新田店の新規出店を行いました。また、既存

店においては店舗改装等を行い、接客力の向上や車検・整備を中心としたサービス部門等への注力をはかって参

りました。

この結果、当第２四半期累計期間の業績は、売上高6,705百万円、セグメント損失（営業損失）は344百万円と

なりました。

[TSUTAYA]

TSUTAYA事業におきましては、平成26年４月１日に㈱千明カルチャーより宮城県仙台市宮城野区のTSUTAYAヨー

クタウン新田東店とTSUTAYA田子店の２店舗を譲り受け、仙台バイパス沿線中心部のドミナント化を実現致しまし

た。ウォルト・ディズニー作「アナと雪の女王」や世代を問わず爆発的な人気を博している「妖怪ウォッチ」

等、話題のタイトル商品の発売により、TSUTAYA事業全体としての売上高は順調に推移しております。また、利益

向上を目的とした費用等の見直しを前事業年度より継続しており、セグメント利益（営業利益）についても順調

に推移しております。

この結果、当第２四半期累計期間の業績は、売上高1,300百万円、セグメント利益（営業利益）は29百万円とな

りました。
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[その他]

アップガレージ事業におきましては、前事業年度より導入した「東京タイヤ流通センター」を中心とした新品

タイヤ販売の増加もあり、売上高は順調に推移しております。

ガリバー事業におきましては、増税後の反動が長期化したことにより、買取・販売共に大きく予想を下回りま

した。

ダイソー事業及び自遊空間事業におきましては、増税等の影響は少なく、サービスの向上により固定客が増加

し、売上高は順調に推移しております。

宝くじ事業におきましては、今シーズンより導入されたワールドカップのサッカーを対象とした「toto」の販

売が好調で、売上高は順調に推移しております。

この結果、当第２四半期累計期間の業績は、売上高820百万円、セグメント利益（営業利益）は8百万円となり

ました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末より1,143百万

円減少し866百万円となりました。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、840百万円となりました。

　これは主に、売上債権が322百万円、未収入金が281百万円減少したものの、たな卸資産が938百万円増加し、

税引前四半期純損失が573百万円及び法人税等の支払額が434百万円あったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、146百万円となりました。

　これは主に、有形固定資産の取得による支出が191百万円あったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、156百万円となりました。

　これは主に、短期借入金の増加が300百万円並びに長期借入れによる収入が300百万円あったものの、長期借入

金の返済による支出が625百万円、配当金の支払額が72百万円及び社債の償還による支出が50百万円あったこと

によるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

該当事項はありません。

 

(5）財政状態の分析

①　資産

当第２四半期会計期間末における流動資産の残高は623百万円減少し、7,575百万円（前事業年度末8,199百万

円）となりました。これは主に、商品が938百万円増加したものの、現金及び預金が1,130百万円、売掛金が322

百万円並びに未収入金が281百万円（その他の流動資産）減少したことによるものであります。

また、固定資産の残高は90百万円減少し、6,842百万円（前事業年度末6,932百万円）となりました。これは主

に、のれん（無形固定資産）が45百万円増加したものの、事業譲受契約前渡金（投資その他の資産）が166百万

円減少したことによるものであります。

この結果、総資産残高は14,417百万円（前事業年度末15,131百万円）となりました。

②　負債

当第２四半期会計期間末における流動負債の残高は36百万円減少し、5,974百万円（前事業年度末6,011百万

円）となりました。これは主に、短期借入金が300百万円、買掛金が271百万円増加したものの、未払法人税等が

424百万円、未払消費税等（その他の流動負債）が96百万円並びに１年内返済予定の長期借入金（その他の流動

負債）が85百万円減少したことによるものであります。

また、当第２四半期会計期間末における固定負債の残高は229百万円減少し、3,185百万円（前事業年度末

3,414百万円）となりました。これは主に、長期借入金が239百万円減少したことによるものであります。

この結果、負債合計残高は9,160百万円（前事業年度末9,426百万円）となりました。
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③　純資産

当第２四半期会計期間末における純資産の残高は448百万円減少し、5,257百万円（前事業年度末5,705百万

円）となりました。これは主に、四半期純損失を396百万円計上並びに剰余金の配当を72百万円支払ったことに

よるものであります。

 

(6）主要な設備

当第２四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前事業年度末における計画に著しい

変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,275,500 7,275,500

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。また、

１単元の株式数は

100株であります。

計 7,275,500 7,275,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
－ 7,275,500 － 1,910,645 － 500,645
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

ホットマン従業員持株会 宮城県仙台市太白区西多賀四丁目４番17号 1,305,712 17.95

伊藤　信幸 宮城県仙台市若林区 1,128,030 15.50

株式会社イエローハット 東京都中央区日本橋馬喰町一丁目４番16号 1,099,660 15.11

有限会社中原商事 東京都目黒区自由が丘三丁目18番17号 350,000 4.81

株式会社日本政策投資銀行 東京都千代田区大手町一丁目９番６号 250,000 3.44

株式会社ヨコハマタイヤジャパン 東京都港区新橋五丁目36番11号 250,000 3.44

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 212,500 2.92

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 201,800 2.77

株式会社七十七銀行

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

宮城県仙台市青葉区中央三丁目３番20号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海アイラ

ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟）

150,000 2.06

あいおいニッセイ同和損害保険株

式会社（常任代理人　日本マス

タートラスト信託銀行株式会社）

東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号

（東京都港区浜松町二丁目11番３号）
150,000 2.06

計 － 5,097,702 70.07

（注）上記の所有株式数には、信託業務による所有数を次の通り含んでおります。

　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）212,500株

　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　201,800株
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,274,600 72,746

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。

単元未満株式 普通株式       900 － －

発行済株式総数 7,275,500 － －

総株主の議決権 － 72,746 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。なお、当社は前第２四半期累計期間は四半期財務諸表を作成していないため、前

年同四半期累計期間との比較情報については記載しておりません。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成26年７月１日から平成26

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,196,554 1,066,455

売掛金 714,542 392,290

商品 4,266,816 5,205,153

貯蔵品 2,323 2,346

その他 1,019,793 909,328

貸倒引当金 △653 △46

流動資産合計 8,199,377 7,575,529

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,458,443 2,454,495

土地 1,860,633 1,861,666

その他（純額） 527,133 488,149

有形固定資産合計 4,846,209 4,804,311

無形固定資産 36,600 78,925

投資その他の資産 2,049,653 1,959,000

固定資産合計 6,932,463 6,842,237

資産合計 15,131,841 14,417,766

負債の部   

流動負債   

買掛金 935,869 1,206,920

短期借入金 2,400,000 2,700,000

未払法人税等 453,280 28,615

賞与引当金 102,666 105,583

ポイント引当金 223,076 234,501

その他 1,896,980 1,699,340

流動負債合計 6,011,873 5,974,960

固定負債   

社債 50,000 －

長期借入金 2,127,920 1,888,400

退職給付引当金 673,415 742,902

役員退職慰労引当金 125,340 127,419

資産除去債務 132,468 136,803

その他 304,994 289,611

固定負債合計 3,414,138 3,185,136

負債合計 9,426,012 9,160,097

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,910,645 1,910,645

資本剰余金 500,645 500,645

利益剰余金 3,205,077 2,727,125

株主資本合計 5,616,368 5,138,416

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 89,460 119,252

評価・換算差額等合計 89,460 119,252

純資産合計 5,705,828 5,257,669

負債純資産合計 15,131,841 14,417,766
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

 （単位：千円）

 
当第２四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 ※１ 8,825,997

売上原価 5,133,723

売上総利益 3,692,274

販売費及び一般管理費 ※２ 4,193,868

営業損失（△） △501,594

営業外収益  

受取手数料 17,757

受取賃貸料 26,682

産業廃棄物収入 17,258

その他 17,597

営業外収益合計 79,294

営業外費用  

支払利息 33,299

賃貸収入原価 17,633

その他 2,985

営業外費用合計 53,919

経常損失（△） △476,218

特別損失  

減損損失 96,410

固定資産除却損 508

特別損失合計 96,918

税引前四半期純損失（△） △573,136

法人税、住民税及び事業税 18,279

法人税等調整額 △195,343

法人税等合計 △177,064

四半期純損失（△） △396,072
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：千円）

 
当第２四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純損失（△） △573,136

減価償却費 171,613

減損損失 96,410

のれん償却額 5,053

貸倒引当金の増減額（△は減少） △606

受取利息及び受取配当金 △6,638

支払利息 33,299

売上債権の増減額（△は増加） 322,251

たな卸資産の増減額（△は増加） △938,360

未収入金の増減額（△は増加） 281,829

仕入債務の増減額（△は減少） 271,051

未払消費税等の増減額（△は減少） △96,059

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,916

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,079

退職給付引当金の増減額（△は減少） 55,368

ポイント引当金の増減額（△は減少） 11,425

その他 △17,431

小計 △378,935

利息及び配当金の受取額 6,635

利息の支払額 △34,034

法人税等の支払額 △434,145

営業活動によるキャッシュ・フロー △840,480

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △191,164

定期預金の預入による支出 △67,330

定期預金の払戻による収入 80,080

敷金及び保証金の差入による支出 △1,643

敷金及び保証金の回収による収入 36,284

預り敷金及び保証金の返還による支出 △5,926

その他 2,876

投資活動によるキャッシュ・フロー △146,823

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の増減額（△は減少） 300,000

長期借入れによる収入 300,000

長期借入金の返済による支出 △625,120

社債の償還による支出 △50,000

配当金の支払額 △72,755

リース債務の返済による支出 △8,453

財務活動によるキャッシュ・フロー △156,328

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,143,631

現金及び現金同等物の期首残高 2,010,607

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 866,975
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

た定めについて第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見

込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる

債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間及び支

払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更致しました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２

四半期累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

　この結果、当第２四半期累計期間の期首の退職給付引当金が14,119千円増加し、利益剰余金が9,123千円減

少しております。また、当第２四半期累計期間の営業損失、経常損失及び税引前四半期純損失はそれぞれ

6,146千円増加しております。

 

（四半期損益計算書関係）

※１　当社の主たる事業のイエローハット事業において、主力商品であるスタッドレスタイヤの販売時期が11月

から12月に集中するため、通常第３四半期累計期間の売上高は、第２四半期累計期間までの売上高と比べ著

しく高くなっております。

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

 
当第２四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
  至　平成26年９月30日）

給料及び手当 1,679,879

賞与引当金繰入額 105,583

退職給付費用 72,060

ポイント引当金繰入額 11,425

地代家賃 622,962

減価償却費 176,557

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の通り

であります。

 
当第２四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 1,066,455千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △199,480

現金及び現金同等物 866,975
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（株主資本等関係）

当第２四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月27日

取締役会
普通株式 72,755 10 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

現金及び預金は、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、四半期貸借対照表計上額に前事業

年度の末日と比較して著しい変動が認められますが、当第２四半期貸借対照表計上額と時価との差額及び前事業年

度に係る貸借対照表計上額と時価の差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期損益計
算書計上額
（注３） イエローハット TSUTAYA 計

売上高        

外部顧客への売上高 6,705,095 1,300,711 8,005,806 820,190 8,825,997 － 8,825,997

セグメント間の内部

売上高又は振替高
11,153 852 12,005 2,019 14,025 △14,025 －

計 6,716,249 1,301,563 8,017,812 822,210 8,840,023 △14,025 8,825,997

セグメント利益又は損

失（△）
△344,573 29,376 △315,197 8,487 △306,709 △194,884 △501,594

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、アップガレージ事業、

ガリバー事業、ダイソー事業及び保険収入等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△194,884千円は、各報告セグメントに配分していない全

社費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更に関する事項

（会計方針の変更）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24

年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用

指針第67項本文に掲げた定めについて第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計

算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の

決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とす

る方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使

用する方法へ変更致しました。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期累計期間のセグメント利益が、それ

ぞれ「TSUTAYA事業」で199千円、「その他事業」で415千円減少し、セグメント損失が、「イエロー

ハット事業」で5,248千円、「調整額」で284千円増加しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　「イエローハット」及び「その他」セグメントにおいて、営業活動から生ずる損益が継続してマイナ

ス又は継続してマイナスとなる見込みである店舗を対象とし、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

　なお、当第２四半期累計期間における当該減損損失の計上額は、「イエローハット」セグメントで

65,200千円、「その他」セグメントで31,209千円であります。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　「TSUTAYA事業」において、平成26年４月に㈱千明カルチャーより店舗を譲り受けたことに伴い、

50,537千円をのれんに計上しております。なお、当該事象によるのれんの当第２四半期累計期間の償却

額は5,053千円、期末残高は45,483千円であります。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
当第２四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 54.44円

（算定上の基礎）  

四半期純損失金額（千円） 396,072

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 396,072

普通株式の期中平均株式数（株） 7,275,500

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月10日

株式会社ホットマン

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 菅　　博雄　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 谷藤　雅俊　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社
ホットマンの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第41期事業年度の第２四半期会計期間（平成26年７月１
日から平成26年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半
期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について
四半期レビューを行った。
 
四半期財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸
表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成
し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準
拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される
質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ホットマンの平成26年９月30日現在の財政状態並びに同日を
もって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる
事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四

半期報告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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